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Abstract
This paper adapts Geographic Information System to the New Economics Geography, and simu-
lates the labor distribution in Fukushima area. We use the two-dimensional mesh data composed of
260 regions including the northern area of Kanto and the southern area of Tohoku. Using this model,
we investigate the long-run equilibrium of labor distribution, resulting from the labor migration based
on the interregional difference in real wage. The results of simulation show that the decrease in inter-
regional transportation costs causes the transition of labor distribution in the following order: (i) disper-
sion, (ii) polycentric agglomeration, (iii) monocentric agglomeration, and (iv) re-dispersion. The real
labor distribution in Fukushima area coincides with the polycentric agglomeration.
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近年、空間経済学（以下 NEG）の多地域モデルに関する研究が増加している。Akamatsu et al.
（2017）をはじめとする一連の研究では、多地域モデルにおける空間的集積パターンについて解析
的・数値的な分析が進められている。また、現実の地理空間を考慮した立地分析としては、
Stelder（2005）において Krugman（1991）の 2地域モデルを EUの 2600地域に拡張することで都
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によって表されるものとし、l Mと kMは各企業が投入する労働者数と土地面積、β は土地への支出
シェアを表す。また、F を固定投入、c を限界投入とすることで、q 単位の製品が生産されること
を意味する。
この経済には R 個の地域が存在し、消費財の地域間輸送にはアイスバーグ型の輸送費用がかか










































































右辺第 1項は労働賃金であり、第 2項は一人あたりの土地収益である。ここで L は総労働者数、
RsM，RsHは消費財の生産用地と住宅用地の価格であり、KsMと KsHは生産用地、住宅用地の総量であ







－ここで νrおよび ν は地域 r における労働者の実質所得水準およびその全地域の平均であり、以
下のように示される。
－
ν＝ s＝1R Lsνs/L （16）
最後に、実質所得を νr＝yr（Pr）－（1－α）（RrH）－αとして、一人あたり土地収益を 1に基準化することで
以下を得る。


















































在する。本地域は、GISの 2次メッシュデータを用いることで、一辺が約 10kmの 260地域から構
図 2 人口分布の変化

















































30 20 17.5 17.4 17.3 10 5 1
標準偏差 31.892 25.691 29.800 31.806 31.929 32.047 32.982 32.656 12.296
標準偏差比 0.806 0.934 0.997 1.001 1.005 1.034 1.024 0.386
相関係数 0.760 0.885 0.933 0.935 0.937 0.943 0.933 0.759
図 3 福島県周辺の現実の人口分布と土地分布
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